
令和７年度普通交付税（市町村分）の再算定結果について 

令和７年 12 月 23 日（火）  

総合政策部地域行政局市町村課  

内線２３－５０４  

 

国の補正予算の成立に伴い、令和７年度の普通交付税の再算定が行われ、12月 23日（火）

に決定されました。概要は次のとおりです。 

 

１ 再算定の内容 ※（ ）は道内市町村分の額 

（１）「臨時経済対策費」の創設（267 億円） 

地方団体が、経済対策の事業や委託料等の物価高対応等を円滑に実施するために必要と

なる経費を措置 

（２）「給与改定費」の創設（102 億円） 

    地方公務員の給与改定を実施する場合に必要となる経費を措置 

（３）「臨時財政対策債償還基金費」の創設（56 億円） 

  過去に発行した臨時財政対策債の令和８年度及び令和９年度における元利償還金を償

還するため、基金の積立てに要する経費の財源を措置 

（４）当初算定時の「調整額」の復活（９億円） 

当初算定時、普通交付税の決定総額に合わせるため、減額された額を復活 

 

２  令和７年度普通交付税算定額の状況 

（単位：百万円） 

区 分 
当 初 決 定 額 

再 算 定 に よ る 

変 更 決 定 額 
今回追加交付額 

Ｂ－Ａ 
Ａ Ｂ 

大 都 市 

（ 札 幌 市 ） 
149,270 159,668 10,398 

都 市 319,518 336,792 17,275 

町 村 400,233 415,916 15,682 

合 計 869,021 912,376 43,355 

全

国 

総 額 17,819,788 19,042,061 1,222,273 

市 町 村 分 8,547,545 9,203,738 656,193 

注１）端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。 

注２）市町村別の算定額の状況は別紙のとおり。なお、泊村は不交付団体である。 

注３）再算定による変更決定額（Ｂ）には、地方揮発油税の当分の間税率の廃止によって生じる令和７年度中の地方揮発油

譲与税の減収見込額が反映されている。 

 

３  交付日 

  令和７年 12 月 25 日（木） 


